
  

京都市図書館不用図書取扱要綱 

  

（趣旨） 

第１条 この要綱は，図書館が所蔵する図書，記録その他の資料のうち，不用

となったものの取扱いについて必要な事項を定めるものとする。 

 

（除籍） 

第２条 生涯学習部施設運営課長（以下「施設運営課長」という。）は，別に定

める「京都市図書館資料除籍基準」に基づき，図書，記録その他の資料を除

籍することができる。 

 

（不用図書の無償譲渡） 

第３条 施設運営課長は，前条の規定により除籍した図書（以下「不用図書」

という。）について，京都市公有財産及び物品条例第１１条第２号の規定に基

づき，有効利用を図り市民の読書活動に資することを目的として，次に掲げ

る者に対し，これを無償譲渡することができる。  

⑴ 京都市図書館の組織及び運営に関する規則第３条の規定により図書貸出

券の交付を受けた者 

⑵ 京都市が設置する施設を管理し，又は運営する機関又は団体（以下「団体

等」という。） 

⑶ 生活保護法第３８条に規定する保護施設，児童福祉法第７条に規定する児

童福祉施設，母子及び父子並びに寡婦福祉法第３８条に規定する母子・父子

福祉施設，老人福祉法第５条の３に規定する老人福祉施設並びに障害者の日

常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第８３条に規定する障

害者支援施設を管理し，又は運営する団体等 

⑷ その他公益を目的とする事業を行う団体等 

⑸ その他教育長が認める者 

２ 施設運営課長は，前項の規定に基づいて不用図書を無償譲渡しようとする

ときは，当該不用図書に不用図書である旨を表示しなければならない。 

 

（無償譲渡の手続） 

第４条 無償譲渡を受ける前条第１項第１号及び第５号に定める者（以下「個

人」という。）は，施設運営課長に京都市図書館蔵書無償譲渡申込書兼受領書

（第１号様式）を提出しなければならない。 

２ 無償譲渡を受けようとする団体等は，施設運営課長に京都市図書館蔵書無

償譲渡申込書（第２号様式）を提出しなければならない。 

３ 無償譲渡を受けた団体等は，施設運営課長に受領書（第３号様式）を提出

しなければならない。 



 

（無償譲渡の条件） 

第５条 無償譲渡できる不用図書の冊数は，次の各号に掲げる区分に応じ，当

該各号に掲げる範囲内で施設運営課長が定める。 

⑴ 個人の場合 １回につき１０冊 

⑵ 無償譲渡を受ける団体等が不特定かつ多数の者を対象に貸出等を行う場

合 １回につき１，０００冊 

⑶ 無償譲渡を受ける団体等が当該団体等の構成員を対象に貸出等を行う場

合 １回につき７００冊 

２ 無償譲渡を受けた個人は，次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

⑴ 譲り受けた不用図書は古紙として売却する以外の方法では売却しないこ

と。 

⑵ 譲り受けた不用図書の管理及び利用の状況について報告を求められたと

きは，これに応じること。 

３ 無償譲渡を受けた団体等は，次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

⑴ 譲り受けた不用図書は古紙として売却する以外の方法では売却しないこ

と。 

⑵ 譲り受けた不用図書は図書館と同様の利用に供すること。 

⑶ 譲り受けた不用図書の管理及び利用の状況について報告を求められたと

きは，これに応じること。 

 

（無償譲渡の取消し） 

第６条 施設運営課長は，前条第２項に規定する無償譲渡の条件に違反する個

人及び前条第３項に規定する無償譲渡の条件に違反する団体等に対しては，

当該無償譲渡を取り消し，又は以後の無償譲渡を行わないことができる。 

 

（返納） 

第７条 不用図書のうち無償譲渡を行わないものについては，京都市物品会計

規則第２１条第１項の規定に基づき，会計管理者に返納するものとする。 

 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか，不用図書の取扱いに関し必要な事項は，

生涯学習部長が定める。 

 

 附 則 

この要綱は，決定の日から実施する。 

 附 則 

この要綱は，平成２７年４月１日から実施する。 

 附 則 



この要綱は，平成２８年１０月１日から実施する。 

附 則 

この要綱は，平成３０年４月２０日から実施する。 

附 則 

この要綱は，令和元年５月９日から実施する。 

附 則 

この要綱は，令和４年４月１日から実施する。 

 


